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  Abstract 
The authors have followed the consequences of the hurricane disasters in the U.S. starting with Katrina for more than 
three months by perusing media reports, governments’ published information, and other data.  The organized findings 
indicate three critical points that characterize this event: (1) In New Orleans, precautions and mitigations were not 
sufficiently taken, despite the announcement in advance of scientific damage simulations and a range of warnings on 
potential hurricane disasters. (2) The decline in the communications functions shortly after the hurricane damaged the area 
prevented the local, state, and federal governments from obtaining accurate understanding of the situation of the regions 
and they were hindered from giving speedy assistance, resulting in increasing the extent of damages. (3) Some of the 
evacuees have now left their temporary places. Among others, in New Orleans where 80% of its built-up area flooded, the 
progress of bringing back those evacuees which is essential to the rehabilitation of the city, is so slow that the city is faced 
with the harsh reality of its restoration prospects being unclear. These three problems need to be further analyzed and 
reviewed as universal issues in the low probability high consequence (LPHC) natural disasters. 
    




































 ＊独立行政法人 防災科学技術研究所 客員研究員 
防災科学技術研究所主要災害調査 第 41 号 2006 年 3 月 






























































図１ NHC発表の 8月 25日午後 11時時点でのカトリー




Fig.1 Predicted potential track of Hurricane Katrina (left: 
23:00 of Aug. 25 / right: 23:00 of Aug. 26). 
 
 






































らに，Scientific American (Oct.2001), National Geographic 














リー4 と報道されたが，NHC は後に 3 と訂正している．
最初に破堤したのは Inner Harbor Navigation Canalの左岸
で，これにより Lower 9th Wardが浸水したと見られてい
る．この第 9地区には州軍のジャクソン兵舎があり，300
名ほどの兵士がいたにもかかわらず 29 日は身動きが取
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図 3  全米に広がったルイジアナ州の避難者 6) 








リンズ再建委員会（Bring New Orleans Back Commission）




Stormwater Protection Plan）． 
② バトンルージュや空港などと接続する新しい交通・鉄
道輸送システムを作り，市の復興をスムーズにする事
業（Transit and Transportation Plan）． 
③ 公園とオープンスペースを整備する事業（Parks and 
Open Space Plan）． 
④ 市を複数のコミュニティ単位に区切り，それぞれにセ
ンターを設置して近隣関係を回復させてゆく事業









市の再建計画では 2006 年 1 月での市の人口を 14 万 4
































































1) National Oceanic and Atmospheric Administration 
(NOAA), National Hurricane Center (NHC) Website: 
http://www.nhc.noaa.gov/ 
2) Louisiana Office of Governor（2005）: Overview of 
Governor Kathleen Babineaux Blanco’s Actions in 
preparation for and response to Hurricane Katrina. 
3) Louisiana State University Hurricane Center Website: 
http://www.hurricane.lsu.edu/ 
4) Louisiana State Police Website: (Contra-flow Map): 
http://www.lsp.org/contraflowmap2.html 
5) Louisiana Recovery Authority Website: 
http://www.lra.louisiana.gov/ 
6) Louisiana Geographic Information Center 
(LAGIC)(2005)：2005 Hurricane Impact Atlas. 
7) Bring New Orleans Back Commission (2006): Action Plan 
for New Orleans: The New American City. 
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表 1 2005年米国ハリケーン災害の時間経過（タイムライン）2005年 8月 23日–12月 1日 
（日付，時間は米中部標準時〔CST=UTC-6〕） 
Table 1 Timeline of 2005 U.S. Gulf Coast Hurricane Disasters (From Aug. 23rd to Dec. 1st ). 


























停電等で 200 万人に影響，300 ミリ
を超える雨量を記録する．少なくと



















・午後 9 時，NHC がカトリーナの上陸

































Response Coordinate Center（NRCC）正式設置．（FE） 
行政のハリケーン災害対応－坪川 
－ 77 － 
日 付 出 来 事 行 政対応等  ■：連邦，◆：州，●：市・パリッシュ 
8月 28日 
（日） 
・午前 0 時頃，カテゴリー4 に成長．
（NHC） 
・午前 6 時頃，カテゴリー5 のハリケー
ンに成長．風速も時速 165 マイル（毎
秒 74 メートル）に達する．時速 13
マイルで北西に進行．中心付近の気
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・NY の原油先物相場は一時 70.85 ドル
で最高値を更新．（国） 
・エネルギー省（DOE）の報告では停


































■国土安全保障省（ DHS）のチャートフ長官が National 
Response Plan（NRP）を発動．（D） 













■赤十字が 230 以上の避難所で 4,000 人以上の避難者を収容．
ルイジアナ州立大学（バトンルージュ）のスポーツ・センター
に医療センターを設置．（D） 











－ 79 － 









移送人数は 2 万 5 千人を予定．（国）
・ミシシッピ州ハリソン郡で確認され
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を発表．警備のための州兵を 3 万人増員し，全体で 5 万人規
模に．（国） 
■赤十字は 230 以上の避難施設に 4 万 6 千人を収容中． 































－ 81 － 































































■FEMA がアラバマ州 Bayou La Batre に，最初のハリケーン災
害復興センターを開設．（FE） 
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◆ルイジアナ州が被災者に住居の一部を貸す Operation Share 




































－ 83 － 






























































■チャートフ DHS 長官も黒人指導者と会談．（国） 
■FEMA が被災者向け住宅関連支援内容を発表．（FE） 
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る．排水が終わるのは一部では 36 日後，全域では 80 日後と
いう見通し．FEMA は排水には半年かかり，地域が乾くまで







■救援活動を行う米軍が 5 万人を突破（州兵 3 万 8 千人，陸軍





















































難者 37,500 人以上に 7,500 万ドルの緊急助成措置を行うと発
表．（労） 






－ 85 － 




























































数が 40 万を超えたと発表． 
・パートナーRe が保険業界の支払総額




する Operation Lifeline Depot を行うと発表．死者を出した家
族には，葬儀・埋葬に関する相談を受け付けると発表．透析
を行うことができる 5 か所の病院を広報．（JP） 
■議会が 518 億ドルの新たな被災対策用補正予算を可決（すで
に 2 日に 105 億ドルの緊急補正予算が成立している）．これ
は 2001 年の米中枢同時テロに際して，政府が実施した支援
推計額 673 億ドルに迫る規模．（国） 
■ブッシュ大統領が 9 月 16 日を追悼記念日にすると発表．（国）
■政府が NATO の援助申し出を受け入れる．（国） 
■ブッシュ大統領が，被災した家族に連邦政府から一律一世帯
2 千ドルを支給すると発表．（国） 
■労働省はカトリーナによる被災 4 州の失業保険に 3,080 万ド
ルの緊急支援を決定．（労） 
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ピ州 211 人，ルイジアナ州 197 人，

































精製施設の閉鎖は 5 か所．（エ） 
・スイス Re が保険金請求額を，当初予
想の倍の 12 億ドルになる見込みを
発表．ミュンヘン Re も当初の推計 4
億ユーロを上回るだろうと発表．こ










て辞任．FEMA の住宅復興担当者は，今後 5 年間の生活支援
を行う被災者も出てくるだろうとの見通しを示す．（ロ） 
■グレッグ上院予算委員長がカトリーナの被災者対策で 1 か
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億 5,000 万ドルと試算．（WSJ） 






















－ 89 － 
日 付 出 来 事 行 政対応等  ■：連邦，◆：州，●：市・パリッシュ 
9月 15日 
（木） 
・死者総数が約 800 人に及ぶ．（ラ） 
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・エネルギー省の報告では，27 万 5 千
世帯が未だ停電，石油精製施設の閉









































ウンゼンド（Frances Fragos Townsend）を指名．（D） 
■政府がヒューストンに避難した一部被災者をアーカンソー
の軍施設に移送する方針を発表．（共） 
◆ブランコ州知事が緊急事態宣言．1 万 5 千人の連邦軍，同じ


































ら朝 5 時までに変更される．（JP） 
行政のハリケーン災害対応－坪川 
－ 91 － 






























































■DHS と HUD が被災者救済の包括的な住宅援助計画を提示．
（D） 
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■1,099 の避難所に 154,252 人が収容されている．軍による救
出者は総計 3,200 人以上． 
■沿岸警備隊がリタの後救出した人数は合計 124 名．（D） 
■FEMA がこの日までに支出した臨時住宅関係費用は，総額で
6 億 2,500 万ドル．（D） 





















■ブッシュ大統領が 7 度目の被災地視察．（ロ） 






イジアナ州 885 人，ミシシッピ州 219

















24 億ドル，リタが 7,800 万ドル．（D） 
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業者が 29 万 3 千人から 48 万人に達





















予算 308 億ドルを承認．（ロ） 
・労働省が発表した 9 月の雇用統計で，
非農業部門の就業者が 2 年 4 か月ぶ
りにマイナスに．（共，ロ） 



















－ 97 － 






































































の避難所 3 か所を訪問．（NO） 
■ HUD が 頭 金 が 無 く て も 住 宅 ロ ー ン が 組 め る No 
Downpayment Mortgage を，ハリケーン被災者に提供すると
発表．（住） 
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険損害を 20 億ドルから 90 億ドルと
予測．メキシコ，キューバなどとあ
わせて死者が 25 名．（AP） 
・カトリーナによる死者 500 人のうち

















・午前 9 時頃，カテゴリー2 に低下．
（NHC） 












の視察）を 27 日より開始すると発表．⇒10/27（NO） 
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1,055 人，ミシシッピ 228 人，フロリ
ダ 14 人，ジョージア 2 人，アラバマ
2 人）（WA） 
 













コーディネーターとして，連邦預金保険公社の Donald E. 
Powell 総裁を指名．（D，NY） 
◆ルイジアナ州でバトンルージュ－ニューオーリンズ間を結





















面に限定し，日に 2 から 3 便運行中．（NO） 
●ニューオーリンズではこの日までに 561 の飲食業が州の衛
生局により再開を許可される．（NO） 
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■FEMA が，ホテルに仮住まいしている被災者およそ 15 万人
に，12 月 1 日までに退去するよう通告．（WA） 
●ネーギン市長が，市の再建計画を全米市長会議の協力のもと

























■FEMA が，ホテル等で避難生活を送る約 15 万世帯への支援
を，12 月 1 日で打ち切ると通告．⇒11/23（共） 
●ネーギン市長が，第 9 区住民の昼間の完全帰宅（夜間は退出）
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して開催する（2 月 23 日～28 日）と発表．（NO） 
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・ 国内紙：（国）＝ 毎日新聞，読売新聞，朝日新聞，日本経済新聞，東京新聞，産経新聞，The Japan Times 
・ 海外紙：（TP）Times Picayune, （NY）The New York Times, （WA）Washington Post, （BS）Baltimore Sun, （UT）
USA Today, （CT）Chicago Tribune, （WJ）Wall Street Journal, （LT）Los Angeles Times 
・ 通信社・ネット：（AP）Associated Press, （ロ）Reuter, （AFP）AFP 通信社，（共）共同通信社, （時）時事通信
社，（INN）Insurance News Net，（IJ）Insurance Journal，（ラ）ライブドア・ニュース 
・ テレビ局：（NHK）日本放送協会，（CNN）CNN テレビ 
・ 地方行政府：（NO）ニューオーリンズ市，（SB）セント・ベルナルド・パリッシュ，（JP）ジェファーソン・パリ
ッシュ，（L）ルイジアナ州政府（Louisiana Recovery Authority を含む），（B）ビロクシ市，（M）ミシシッピ州政府，
（AL）アラバマ州政府，（GA）ジョージア州政府，（FL）フロリダ州政府 
・ 連邦機関：（D）国土安全保障省【Department of Homeland Security】，（FE）FEMA【Federal Emergency Management 
Agency】，（BO）議会予算局【Congressional Budget Office】，（財）財務省【Department of Treasury】，（内）内務省
【Department of Interior】，（エ）エネルギー省【Department of Energy】，（住）住宅都市開発省【Housing and Urban 
Development】，（労）労働省【Department of Labor】，（EPA）環境保護局【Environmental Protection Agency】，（福）
保健福祉省【Department of Health and Human Services】，（運）運輸省【Department of Transport】，（郵）郵政公社【US 
Postal Service】，（NHC）ナショナル・ハリケーン・センター【National Hurricane Center】 
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 カトリーナに始まる米国のハリケーン災害の経過を，報道記事，行政の公開情報などを用いて約 3 か月間
にわたり追跡した．整理した結果からはこの災害を特徴付ける 3 つの重要な点が指摘できる．①ニューオーリ
ンズでは，ハリケーン災害に関して事前に科学的被害想定やさまざまな警告がなされていたにもかかわらず，
予防や軽減対策が十分になされなかった．②災害直後のコミュニケーション機能の低下により．被災地の現状
が的確に把握されず，地元自治体，州政府，連邦政府の救援，支援が後手に回り，被害を拡大させてしまった．
③避難者が全米に広がり，特に市街地の 8 割が水没したニューオーリンズでは復興に最も必要な住民の帰還が
進まず，市の再建に関する将来像が見えないという厳しい現実に直面している．これら 3 つの問題は，低頻度
巨大自然災害における普遍的な課題として，さらに詳細な分析と検討が必要である． 
 
キーワード：ハリケーン・カトリーナ，報道記事，タイムライン，低頻度巨大災害，行政対応
 
